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１、はじめに 

軟弱地盤や液状化が想定される地盤に施工する杭の頭部周辺を、深層混合処理工法・サ

ンドコンパクションパイル工法・載荷重工法などで地盤改良し、改良後の地盤強度を主に

水平抵抗として反映する合理的な設計法を検討し実用化した 1), 2)。本工法は一般的な地盤

改良工法 3), 4)と杭基礎を組み合せた工法で、複合地盤杭工法と呼ぶ。本工法は杭諸元が水

平抵抗で決定する現場条件で採用することで、杭本数・躯体を縮小できることから大きな

コスト縮減が得られる。本工法では、改良地盤中の杭の水平抵抗の影響範囲すなわち必要

な地盤改良領域を地盤工学の理論に基づいて設定する。本設計法の妥当性は, 実橋を対象

とした現場の杭の水平載荷試験から検証した。なお、耐震性の検証は参考文献 1), 2)による。 
 

２、改良地盤中の杭の水平抵抗の評価法 

２.１、地盤改良範囲の設定 

杭の水平抵抗は、水平地盤反力度の最大値を作用

力に対する釣り合い状態の極限抵抗として扱えば、

前面地盤が水平方向に圧縮され水平土圧が増大して

極限平衡状態を保つと考えられる 5)。そのため、杭

に水平力が作用した場合の前面地盤の水平抵抗の範

囲は、土の破壊角で表わされる受働土圧の領域を設

定することができる。つまり、杭頭に水平作用力を

受けた地盤中の杭の水平挙動は, 杭の水平抵抗の関

与深さである特性長 1/βから前面の受働土圧領域内

の地盤性状に支配される。そのため本工法では、改

良地盤による杭の水平抵抗の影響範囲は、深さ 1/β
から受働破壊すべり面勾配θ=(45°+φ/2)（φ：土の内

部摩擦角）で立ち上げた逆円すい体の領域とする。

その結果、地盤改良範囲は Fig.1 に示すように上記逆 Fig.1  杭の水平抵抗の３次元影響範囲 

円すい体領域を覆うような四角体が設定される。そ 
の際、改良範囲の設定手法は単杭と群杭で同様である。また、杭とフーチングの結合部は

原則として杭頭剛結合とすることから、結合の固定度合による改良範囲に変化はない。 
 

２.２、水平地盤反力の設定 

杭の水平抵抗は、地盤の変形係数 E から(1)式 6)で算定される水平地盤反力係数 k より決

定される。そのため、改良地盤に施工される杭の設計では地盤改良により増加したせん断



強度 S の効果を地盤変形係数 E の増加の度合として評価する。  
k=(α・E/0.3)・〔4√(D/β)・（1/0.3)〕-3/4           (1) 

ここに、k：杭の水平地盤反力係数(kN/m3)、 E：改良地地盤の変形係数(kN/m2)、 α：水平

地盤反力推定係数、D：杭径（m）、β：杭の特性値 4√(kD)/4EyI (m-1)、Ey：杭のヤング係

数(kN/m2)、I：杭の断面二次モーメント(m4)である。 
地盤変形係数 E の算定手法は、深層混合処理工法およびサンドコンパクションパイル工

法により杭の周辺に複合地盤を形成する方法では、改良率 apに従い改良地盤せん断強度 S
が設定されることから、その増加分 ΔS を変形係数 E に変換し設定する 3), 4)。また、載荷重

工法についても同様に、圧密に伴う ΔS を地盤改良により増加した変形係数 ΔE と同等比と

して評価する。その結果、地盤改良工法別の増加した地盤変形係数E を杭の水平抵抗とし

て反映することで、未改良の原地盤の変形係数を用いるよりもより実態に近い大きな改良

地盤の杭の水平地盤反力を設定することが可能となる。 
 

３、複合地盤杭工法の有用性 
同一現場条件における複合地盤杭の基

礎形式と無対策の従来工法の形式を対比

させた Fig.2 に示した。従来工法の形式

では、軟弱地盤に対する杭の水平抵抗を

確保するため、橋台背面に盛土軽減など

の特殊な工法を施さない限り、非現実的

な杭本数 n=14×5=70 本を必要とし大規

模となる。これに対して、複合地盤杭工

法では、場所打ち杭の周辺の地盤改良に

より杭の水平抵抗が確保されるため、杭

径は 1m から 1.2m に変化するものの、杭

本数を n=3×4=12 本と少なくし橋台躯体

を小さくすることが可能となる。その結

果、このモデル現場では複合地盤杭工法

を採用することで、建設コストが従来工

法形式:複合地盤杭工法形式=1：0.55 とな

り、45%(約 9,000 万円)の大幅な建設コス

ト縮減効果が得られている。 
 複合地盤杭工法は、他の多くの軟弱地

盤や液状化地盤の橋梁予備設計のシミュ

レーションでも同工法を採用することで

概ね 20～50%の大きな建設コスト縮減効 

果が可能な有用性が確認されている。  Fig.2  従来工法と複合地盤杭工法の杭基礎形式の比較 

 
 



Fig.3    複合地盤杭工法を採用した橋梁 

 

４、現場杭水平載荷試験による設計法の実検証 
複合地盤杭工法の水平地盤反力係数 k の直接的検証を目的に、橋台基礎杭で水平載荷試

験を実施した事例を示す。対象現場は軟弱地盤中に施工された箱式橋台の場所打ち杭基礎

である。場所打ち杭の諸元は、杭径φ1200mm、杭長 L=17m である。橋台の場所打ち杭の

周辺には、橋台背面のすべり安定・側方流動対策工法の地盤改良と同じ様に、改良柱体の

設計一軸圧縮強度 qup=200kN/m2、改良率 ap=78.5%の深層混合処理工法を施工した。地盤改

良の範囲は、Fig.1 の設定に従い液状化対象層を含む軟弱地盤全層の深さ 1/β=3.65m から

杭周囲に受働土圧の作用勾配θ= (45°+φ/2)で立ち上げた 3 次元の四角体の範囲とした。

Fig.3 に橋梁一般図を示す。 
水平載荷試験方式は、日本地盤工学会

基準に準拠した多サイクル方式による荷

重制御法とした。載荷方法は、試験杭と

反力杭の間にロードセル・油圧ジャッ

キ・載荷筒を設置し、杭頭変位量が杭径

1%(12mm)程度に至るまで一方向に静的

に載荷した。試験杭には曲げ応力測定の

ため、主鉄筋 2 断面の表面に深さ方向の

一定間隔で鉄筋ひずみゲージを設置した。

原地盤値 ko は、N≒5 以下の原地盤の変

形係数 Eoより ko=9.3MN/m３である。複合

地盤杭の設計値 k は、改良柱体の設計一

軸圧縮強度 qup=200kN/m2 、改良率

ap=78.5%として式(1))より k=47.8MN/m３

と算定される。ただし、改良柱体の施工          Fig.4 水平荷重Hと杭頭変位量yの関係 



後材令 28 日の一軸圧縮強度は深さ 1/βの平均値で qup=408kN/m2であり、計算値 k1は k に

対し約 2 倍の k1=107.0MN/m３が得られた。水平載荷試験の実測値 k2は、水平荷重H と杭頭

変位量 y の割線勾配の関係より、式(2)に示す林－Chang 式 6)の線形弾性地盤反力法を用い、

杭径 1%の基準変位量 y=12mm に対応する k2≒100MN/m３を得た。 
y=〔eβx (C1cosβx+C2sinβx)+ e-βx (C3cosβx+C4sinβx)〕/2EIβ3           (2) 

ここに、C1,C2,C3,C4：積分定数、x：深さ位置(m) を表す。 
Fig.4 に、現場杭水平載荷試験の結果得られた実測の水平荷重H と杭頭変位量 y の関係お

よび ko、k、k1、k2を用いて式(6)で算定した直線分布の H～y の関係を示した。その結果、

水平載荷試験の実測値 k2≒100MN/m３は、提案した設計法である計算値 k1=107.0MN/m３に

基準変位量相当で一致した。また、複合地盤実測値 k1を用いて線形弾性地盤反力法で算定

した計算曲げ応力についても実測値に対してほぼ合致した。 
以上の実杭の現場水平載荷試験の成果は、複合地盤杭工法の提案設計法の妥当性を示し

ているものと考える。 
 

５、結論 

杭頭部周辺を地盤改良しせん断強度の増加を図る複合地盤杭工法を提案し、一連の検討

の結果以下の結論を得た。建設コストの有効活用に向け、同工法の今後の活用が望まれる。 
1)複合地盤杭の水平抵抗の影響範囲すなわち必要な改良地盤領域は、工学的な考察より杭

特性長1/βの深さから受働土圧の作用勾配θ=(45°+φ/2)で立ち上げた四角体の範囲を設

定する。それは、単杭と群杭および杭頭剛結合の固定条件で同様である。 
2)複合地盤杭の水平抵抗は、種々の地盤改良工法により増加した改良地盤のせん断強度 S
を変形係数E に変換し水平地盤反力係数 k を設定する。 

3)複合地盤杭工法は、杭の諸元が水平抵抗で決定される軟弱地盤や液状化地盤の現場では

従来工法に比べて 20～50%の大きな建設コスト縮減効果が得られる有用な工法である。 
4)複合地盤杭工法の設計法の妥当性は、実橋を対象とした現場の杭水平載荷試験結果に対

する線形弾性地盤反力法から実証された。 
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